
指標値 単位 目標年月 実績値 事業効果 事業の評価
外部有識者からの意
見

今後の方針 今後の方針の理由

指標①

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① 就業につながる相談件数 3 件 H28.3 3

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① しごとサポートセンターを通じた情報発信の数 70 件 H28.3 55

指標②

指標③

指標④

指標⑤

指標① アプリダウンロードによる町からの情報発信数 500 人 H28.3 0

指標②

指標③

指標④

指標⑤

見直しを行わない

地方版総合戦略を見直した場合はその内
容。見直しを行わないこととした場合は
その理由

坂祝町第６次総合計画（H28～H32）に総合戦略事業を重点プロジェクトとして位置付け、推進していくこととしている。
上記の事業については、審議委員からの意見では、「やり方を考えなさい」というものが多いため、H31の目標達成に向けて
各事業詳細を検討し改善しながら進めていくことになる。現段階においては方向性等は変更しないため、見直しは行わな
い。

事業の継続

・＜周知方法＞広報紙
の表紙にQRコードを配
置
・回覧による再周知
・インストールしてもらう
ため、広報紙にて操作
方法を掲載していく。

4
「さかほぎラクホン（仮称）」
　スマホアプリ事業

総合戦略のKPI
達成に有効で
あった

H28.3月末にアプリ完成
のため、土台づくりはで
きたが4月以降でないと
ダウンロードができな
い。周知の方法を考え、
効果があがるようにして
ください。

地方創生に効果
があった

実績値を踏まえた事業の今後につい
て

指標

1 人口ビジョン・総合戦略策定事業
総合戦略のKPI
達成に有効で
あった

短い期間での策定であ
るため、今後内容をよく
精査して、町の活性化に
繋げてほしい。総合戦略
では22事業を掲げてい
るが、事業遂行にあた
り、各事業の詳細を良く
検討し、効果的なものと
なるよう進める必要があ
る。

事業の継続

・まだ始まったばかりであ
るため、事業を実行しな
がらより良いものにして
いく必要がある。
・掲載した事業は、まち
の活性化のために盛り
込んだ事業であり、関係
部署が連携し、確実に
推進していくものとなる。

No
交付対象事業の名称

地方創生に相当
程度効果があった

地方創生に相当
程度効果があった

名古屋圏及び近隣市への交通の利便
性と製造業の産業集積を有する本地
域の特性を踏まえ、良質な雇用の創
出と人口還流の加速による地域の活
性化という好循環を生み出す「坂祝
町総合戦略」を策定するために、必
要な専門的な調査等を実施する。

母子家庭や生活困窮者を含め、すべ
ての住民が生活苦に陥らないよう快
適に生活できるように、コミュニ
ティソーシャルワーカーを社協に設
置し、自立支援、就労相談等に対応
できる体制をつくる。求められる
ニーズとサービスのマッチングをす
るため、担い手の養成やサービスの
開発を行うことに対し町から負担金
を交付する。これにより、対象者の
社会復帰や自立を目指す。

近隣市へのアクセスの良さから当町
から近隣市へ仕事に出かける人が多
く、さらに多くの外国人住民を定住
させるために企業等との連携を図り
ながら、求められる人材を育て、し
ごとに結び付けられる生かせる日本
語の習得などサポートをしていく。
その他、定住自立圏構想事業等の日
本人と外国人の交流の場のセッティ
ング等により、壁を取り除くことや
各種相談にも対応し、外国人の定住
化促進につなげていく。

町の行政サービス等のお知らせを携
帯電話等へのメール送信で行ってい
るが、約8％の登録しかなく、町が提
供しているサービスが十分に伝わっ
ていないことが、人口移動（転出）
の要因の一つになっていると考えて
いる。
住み続けたい町になるために、子育
て等の行政サービスや防災・防犯等
の情報がプッシュ型通知機能により
手軽に確認でき、また、人口の約7％
を占める外国籍住民に対し10か国語
に対応する町独自のスマホアプリを
開発することで定住の促進を図り、
住民サービスが簡単に受け取れる町
をアピールし、他の移住に関する施
策と共に住んでみたい町につなげる
ことを目的とする事業です。

事業の概要

各事業の評価等を踏まえた地方版総合戦略の見直しの有無

本事業における重要業績評価指標（KPI） 本事業終了後における実績値 外部有識者からの評価

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）に係る事業実施結果報告

（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

事業の継続

・就業した方が長期継続
できるようにケアが必要
・常に最新情報を提供
できるように対応する職
員への研修等にも力を
入れる。

3 定住外国人しごとサポート事業
総合戦略のKPI
達成に有効で
あった

情報発信により就業にど
の程度効果があったの
かの検証や外国人が日
本で労働するために必
要なルール、知識等を
見につける研修などを企
画していくとよい。

事業の継続

・メール登録者の獲得の
方法検討
・求人情報提供の継続
・受け入れ側の条件把
握をし、労働者への指
導、教育を行う。
・労働に必要な研修の
企画提案
・就業状況の把握

2
コミュニティーソーシャルワーク
事業

総合戦略のKPI
達成に有効で
あった

社協を中心に対応でき
ている。対象者の悩み、
条件等が様々であると
考えられることから、関
係する機関との連携、対
応する職員の研修等も
怠らないようにすること
が必要と考える。


